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提案背景・課題意識

○全国的に人口減少が進んでおり、
従来の「移住者」を期待する人口増加策には限界がある

○今後は一人ひとりが「都市」と「地方」、
「地方」と「地方」で活躍できる環境整備が必要
→施策の一つが「関係人口」や「二地域居住」の推進

○一方で、短期的な地域への貢献度合いや数値成果
として表れにくいこれらの施策は、各市町によって
推進の意向に濃淡があると認識
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県としての考え方

○社会環境上、「関係人口」や「二地域居住」の推進は
今後ますます重要度を増してくる

○このため、県では令和４年度から「関係人口」を創出
する施策（ビワコ、SMOUT（スマウト）等）を推進している

○しかし、更なる効果の創出を実現するためには、
市町との更なる連携、協働が必要不可欠と認識

○各市町の意向も踏まえ、「関係人口」や
「二地域居住」のさらなる推進を図ってまいりたい
→R7年度は「国スポ・障スポ」大会や「大阪・関西万博」が開催されるため、これらの機会も活用
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本日議論したい事項

○「関係人口」「二地域居住」の推進において、
どのような取組が効果的か

○「関係人口」「二地域居住」を推進する上で、
制度面の課題は何か

○県と市町の連携をどのように推進すべきか
・国スポ・障スポ、万博を契機とした「かかわりファクトリー滋賀」推進
・令和８年度から新地方創生交付金を活用し新たな事業展開を検討予定
・二地域居住については、県と市町が連携して計画を策定する必要がある
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関係人口について（定義）

○「定住」までは行かないが「単なる交流」よりも地域と関わる人々全体をさす
○関係人口の中でも濃淡があるため、どのような基準を設定するかは団体により差異がある
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＊出典：総務省「関係人口ポータルサイト」



二地域居住について（定義）

○都市部と地方部だけではなく、「地方と地方」というあり方も含まれる

○地方にとっては「地域の担い手」として活躍してくれることが期待される
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＊出典：国土交通省「二地域居住等促進のための広活法運用について」



関係人口、二地域居住者として、地域と継続してかかわり
を持つ人々のイメージ

○単身赴任者
例）週末地域ボランティア参加
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○地元出身者
例）親の介護、嫁ぎ先、ふるさと住民票（近江八幡市）

○外国人
例）防災や地域行事の担い手

○大学生
例）地域活動プログラム、インターンシップ

※多様なライフスタイルによる多様なかかわり方が考えられる

○兼業・副業
例）プロ人材、リモートワーク、地域おこし協力隊



長浜市出身者で構成された首都圏
の長浜応援チーム。
首都圏での長浜情報発信のほか、
メンバーの数名は東京に住みなが
ら、長浜で起業や、事業展開して
いるなど、長浜市の地域活性化に
貢献。

東京ー長浜リレーションズ 長浜市 高島縁人 高島市

ローカルベンチャープロジェクト
愛荘町 滋賀県

多様な人材による共創型課題解決

高島市外に在住の方と、「ご縁」
をつなぐ、「愉しみ」でつながる
関係を広める「関係人口」事業。
多様な民間団体等も「サポート団
体」として参画し、オンライン仮
想空間で高島市民などと交流でき
る「バーチャル高島」などのイベ
ントを実施。

地域おこし協力隊制度を活用し、
「つながりを生むマーケットを
創る」をコンセプトとして起業
家を誘致。
そのコンセプトを基に、中山道
という共通項で全国のつながり
をつくる「Meets中山道」など
のイベント等を通し、関係人口
の創出を推進。

ビジネスの力で、「地域課題の解
決」や「地域の魅力向上」をした
い方々を、外部人材や団体、県内
の支援者が 応援することができ
る「仕組みづくり」を行う事業。
応援施策の一つとして、
「副業人材などの活用」を支援し
ており、外部人材の「関わりし
ろ」を創出している。

県内の取組事例（関係人口）
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県・市町の連携施策（かかわりファクトリー滋賀）
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・国スポ・障スポの競技会場やおもてなし広場、万博の滋賀ブースや滋賀魅力体験
ウィークにおいて「ビワコ」の利用機会を提供（予定）

・複数の会場や地域をつなぐコースを造成し、ＰＲ・県内周遊を促進（予定）

⇒ 各地域の創意工夫についてご検討・ご協力をお願いしたい

・人材スカウトサービス
・地域活性化プロジェクトやイベント情報発信
・ユーザーと双方向のコミュニケーション実施

デジタルプラットフォーム「ＳＭＯＵＴ」
（スマウト）

・まちのコインを媒介に地域を訪れる人増加
・ユーザーが楽しみながら地域とつながりを深める
・まちのにぎわいづくりに貢献

デジタル地域コミュニティ通貨「ビワコ」

今年度は、



二地域居住の促進に向けた取組
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「広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律」の一部改正に
より、「二地域居住」の支援制度が創設された（令和６年11月施行）

○二地域居住の方向性
・住まい（空き家改修、お試し居住施設等 ）

・なりわい（コワーキングスペース 等）

・地域コミュニティとの交流

○市町において実施すること
・特定居住促進計画の策定（促進区域の設定が要件）

・民間支援法人の指定、協議会設置

○二地域居住を進めるにあたっての制度面の課題
・住民票、納税、選挙権、行政サービスの適用など（国で検討中）

・区域外教育、保育など（国のモデル事業により検証予定）



想定される課題（二地域居住促進）

・メリットがわからない

・ターゲット層の分析不十分

・地域への関与の度合い（が不透明）

・ノウハウ不足

・住まいの確保

・移住施策と一体的に進めるべき

・二地域居住者の自治会費負担や不在時の物件管理

・行政サービスの適用可否（ごみ捨てなど）

市町アンケートより（令和７年２月各市町担当課に対して実施した二地域居住に関する照会）

一方で、二地域居住等官民連携プラットフォームへの参加済み団体が「１０団体」
今後計画策定を検討したいと考えている市町が「５団体」
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情報不足

事業の進め方/
方策

生じうる問題



まとめ（議論のポイント）

地域と継続してかかわりを持ち、地域の担い手となる関係人口等（単身赴任者、
兼業・副業、地元出身者、介護者、外国人、大学生など）の更なる創出のため、

○どのような取組が効果的か
→二地域居住に係る国の支援制度の活用には、
県：広域活性化計画、市町：特定居住促進計画を策定する必要がある

○制度面の課題は何か
→住民サービスの受益と負担について整理が必要
総務省では「ふるさと住民登録制度」を検討中

○県と市町の連携をどのように推進すべきか
→国スポ・障スポ、万博を契機とした「かかわりファクトリー滋賀」推進
→新しい地方経済・生活環境創生交付金（新地方創生交付金）を活用し、
県・市町の新たな事業を推進予定（令和８年度～）
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参考資料①
かかわりファクトリー滋賀の取組

13



14

かかわりファクトリー滋賀推進協議会 設立 令和４年３月

・会長
 滋賀県知事 三日月 大造

・副会長
 滋賀県立大学 講師 上田 洋平

・構成員（県、１４市町、２大学）
滋賀県 大津市 彦根市 長浜市 近江八幡市 守山市 甲賀市 湖南市
高島市 東近江市 米原市 日野町 愛荘町 甲良町 多賀町
滋賀県立大学 滋賀大学

実施主体

プロジェクトロゴマーク

水紋が次第に広がっていくように、
人の輪が広がっていく様を表現
（「滋」の中に笑顔）

令和７年度 ４市町（草津市、栗東市、
野洲市、竜王町）が参画予定
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デジタル地域コミュニティ通貨「ビワコ」について

基本情報

・スマートフォンアプリ「まちのコイン」を導入
全国２５地域で導入実績、県域で令和４年7月２５日に導入

・本県での通貨単位は「ビワコ」
全国の方の利用を想定し、一目で滋賀県の通貨であることを認識していただける呼称

・モデル地域
令和４年度：長浜市、近江八幡市、日野町
令和５年度：甲賀市、高島市
令和6年度：守山市、多賀町

・「ビワコ」の特徴
スマホ上の電子通貨なので、以前からある紙の地域通貨とくらべてコストがかからない
法定通貨への換金性がないため、原資が不要
コインには有効期限が定められていて、一定期間使わないと自動回収される

・直近12週間の総流通量：87,879,000ビワコ
ユーザー数：２５，３９０人 スポット数：８１２ （令和７年４月９日現在）

⇒ 令和７年度：
・重点地域（近江八幡市、守山市、高島市、日野町、多賀町）
・追加分野（公共交通沿線、大学連携）
・他市町では、スタンプラリーの利用開始（予定）
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「成瀬は天下を取りにいく」とのコラボ・スタンプラリー
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令和６年度各市町の「興味あり」数（2025/3/13時点） ※令和６年度上半期 都道府県別で全国第２位！

rank 市町名 興味あり合計 記事公開数 興味あり(Avg.) 応募したい合計

1 多賀町 749 26 28.8 12

2 愛荘町 503 31 16.2 7

3 長浜市 460 29 15.9 14

4 高島市 458 25 18.3 11

5 近江八幡市 442 22 20.1 18

6 米原市 431 32 13.5 37

7 甲良町 349 27 12.9 36

8 東近江市 341 26 13.1 10

9 湖南市 309 21 14.7 12

10 大津市 306 38 8.1 19

11 守山市 216 15 14.4 9

12 日野町 189 24 7.9 5

13 彦根市 170 24 7.1 2

14 甲賀市 118 18 6.6 1

人材スカウトサービス「SMOUT」（スマウト）について
ユーザー数60,000人以上、登録地域1,000以上
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「SMOUT」掲載事例

（多賀町）食文化と糀作り技術の紹介、興味あり259人 （甲良町）暮らし体験ツアー参加者募集、興味あり90人

（東近江市）77の体験プログラム紹介、興味あり80人 （湖南市）事業承継の事例紹介、興味あり73人



参考資料②
二地域居住関連資料（国土交通省）
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20＊出典：国土交通省HP



21＊出典：国土交通省HP



参考資料③
二地域居住関連資料（長野県計画）
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